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 地域スケールでの再生可能エネルギー導入時の需給バランス調整が重要課題となっている．とくに再生

可能エネルギーの発電量とエネルギー需要はいずれも気象条件により変動するため，両方の変動を結びつ

けて評価することが重要である．そこで本研究では福島県を対象とし，気温の時空間分布を踏まえて住宅

の電力消費量を推定した．この結果は，地域において再生可能エネルギーを活用した分散型エネルギーシ

ステムの導入を検討する際に利用可能である． 
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1.  はじめに 

 

 温室効果ガス排出削減や災害時の非常用電源確保

のために，太陽光発電や風力発電などの再生可能エ

ネルギーを活用した地域分散型エネルギーシステム

の確立がますます重要視されてきている1,2)．とくに，

再生可能エネルギーの多くは気象等により発電量が

変動するため地域において分散型エネルギーシステ

ム導入を検討する際には，最適なエネルギーマネジ

メントを実現するエネルギーシステムの計画が重要

課題である．その際，再生可能エネルギーとエネル

ギー需要の両方が気象の影響により変動する点に着

目する必要がある．前述した通り，再生可能エネル

ギーは気象条件の影響を強く受けるが，エネルギー

需要側にも，例えば空調・給湯用エネルギー消費な

どのような気温の影響を強く受ける要素が含まれて

いる3)．したがって，地域において分散型エネル

ギーシステム導入を検討する際には，気象条件を踏

まえたエネルギー需給マネジメントポテンシャル評

価が重要となる． 

 しかしながら，従来の地域スケールのエネルギー

システム導入のための事前評価では，大まかな需要

家の想定に基づいて算定せざるを得ないため，原単

位法などの比較的簡便な手法により需要側を想定す

ることが一般的であった（例えば，福島県新地町4)

など）．この場合，原単位法では通常は原単位デー

タとして固定値を用いるため，例えば空調用エネル

ギーなどの気象条件に依存する需要の変動は表現で

きない．したがって，気象の影響を受けやすい再生

可能エネルギー導入時の需給バランス調整のポテン

シャル評価には必ずしも十分とは言えない． 

 気象条件を踏まえたエネルギー需要予測手法とし

ては空調負荷計算の手法も考えられるが，この手法

では詳細な建物の3次元形状や建材の情報が必要で

ある．このため，この手法は建築・設備の設計には

一般的に用いられているが，大まかな需要家の想定

に基づいて算定する地域スケールのエネルギー需給

に関する評価に用いることは難しい．また，需給バ

ランス調整を目的としたエネルギー消費予測手法と

しては統計解析や機械学習による手法も考えられる

が，この場合は対象とする需要家の過去の需要パ

ターンに基づいて予測を行う必要がある．したがっ

て，こうした手法では地域エネルギー供給システム

の運用段階での予測には適しているが，計画段階で
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の事前評価に用いることは難しい．こうしたことか

ら，原単位法と同程度の簡便なパラメタリゼーショ

ンにより，気温の影響を反映したエネルギー消費量

の時空間分布を予測する手法が必要である． 

 そこで本研究では，気温変化を考慮した踏まえた

エネルギー需要予測手法を検討し，エネルギー需要

予測を行った．本研究では，東日本大震災後の復興

まちづくりが進められている福島県を対象地域とし

て選択した．福島県では復興に向けて様々な地域エ

ネルギーに関するプロジェクトが行われており5,6)，

復興地域等を対象として地域エネルギーシステムの

導入ポテンシャルを明らかにし，様々な自治体や事

業者を学術的な立場から支援することが重要課題で

ある． 

 

2. 電力消費の気温による推定手法 

 

 著者らは福島県新地町において地域ICTシステム

「新地くらしアシストシステム」を導入し，電力消

費量のモニタリングと省エネルギー行動支援の研究

を行なってきた7,8)．本研究ではこの電力計測データ

を活用し，世帯人員数別世帯あたり電力消費量の気

温による推定式を作成した．その作成方法は，

Hirano et al. 9)の気温感応度の算定方法と概ね同様で

あるが，元データの時間分解能などには差異がある．

具体的には次の通りである．まず，気温と電力消費

の季節変化パターンに基づき，電力消費をベース需

要と冬季増分，夏季増分に分解した．その際，長時

間の外出などにより電力消費量が低下した日がベー

ス需要として選択されることを防ぐため，ベース需

要の算定は月平均値を用いた．その上で，日別値を

用いてベース需要を差し引いた値を夏季増分および

冬季増分とした．次に，気温による推定式を世帯人

員数別・時刻別に作成した．その際，著者らが既往

研究において提案した折れ線の回帰式を作成する手

順10) に従い，片側の直線を y=0で固定することによ

り，夏季・冬季のベース需要からの増分と気温から

気温感応度を算出した．この算定結果と気温および

ベース需要から，気温変化を踏まえたエネルギー消

費量の予測が可能となる． 

 

3. エネルギー消費量の時空間分布推定 

 

 メソスケール気象モデルを用いて気象シミュレー

ションを行なった．ここでは，利用モデルや地表面

パラメータの設定方法などは，基本的にはHirano 

and Fujita10)の標準ケースと同様とし，計算対象地域

を福島県に変更した．この結果，初期条件等を平均

化した計算条件において月別・時刻別の気温分布が

得られた（図-1）． 

 月別・時刻別気温分布と前述した世帯人員数別・

時刻別電力消費量推定式から，世帯人員数別・月

別・時刻別世帯あたり電力消費量を推定した（図-

2）．この分布は，実際の居住者の有無に関わらず

気温のみで予測したものであるため，例えば今後の

 
図-1  気象シミュレーションによる地上気温の計算結果（7月の例） 

 
1 月，20 時，1～2 人世帯の例 

 
8 月，14 時，1～2 人世帯の例 

 
図-2  世帯あたり電力消費量推計結果 
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住宅地開発や居住地選定の際の立地条件の評価に利

用可能である．この図から，盆地が多い中通りや会

津においてとくに夏季日中にエネルギー消費量が多

いことや，内陸の山地では夏季日中はエネルギー消

費量が少ないものの，冬季夜間に多いことなどが分

かる．浜通りは相対的にエネルギー消費量が少ない

が，これは海の熱容量の影響により内陸と比較し気

温の季節変化幅が小さいためであると考えられる． 

 次に前述した世帯あたり電力消費量の推定値と居

住世帯数から電力消費量を推定した（図-3）．実際

には月別時刻別の値が得られているが，図-3では年

間の合計値のみを図化した．この図から，福島市・

郡山市などを含む中通り地域や，いわき付近，会津

若松付近などの人口密集地域に大きな電力需要が生

じている状況が読み取れる．この計算エリア全体で

世帯あたり電力消費量を集計したところ14.11[kWh/

世帯/日]となった．既存の統計資料11)では，福島県

における家庭部門の電力消費量は2014～2019年の平

均値で15.33[kWh/世帯/日]あったため，本研究の推

計値は若干小さいものの，本研究の目的では利用可

能な精度であると判断した． 

 本研究では月別に平均化した気象条件における算

定結果を示したが，この推定手法は気温変化を踏ま

えて推定しているため，より詳細な気象の変動を踏

まえた推定も可能である．これにより再生可能エネ

ルギー導入の発電量予測と気象条件を合わせて電力

消費量を推定し，需給バランス調整のポテンシャル

を踏まえた地域エネルギー事業の計画に利用可能で

ある． 

 

4.まとめ 

 

 本研究では福島県を対象とし住宅における電力消

費量を推定した．本研究の手法では，気温の影響を

踏まえて推定することが可能であり，気象条件に応

じて変動する再生可能エネルギーとエネルギー需要

の両方の時空間分布を結びつけた評価が可能である．

実際に需給バランスを調整するためには，例えば電

気自動車のバッテリーの活用や水素製造，デマンド

レスポンス制御などの様々な方策が提案されている

ため，今後は評価対象を拡大し，具体の地域におけ

る社会実装に結びつけていく予定である． 
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